
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度
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深浦町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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　急激な税収増は見込めないため、経常経費の削減が当面の課題である。
主な取り組みとしては、人件費や物件費等について、給与抑制措置や定員
管理、集中改革プランに沿った歳出削減の取り組みを継続して行うととも
に、類似団体平均を大きく上回っている公債費の負担圧縮のため、繰上償
還を積極的に実施し、経常収支比率の改善に努める。

　大型建設事業実施などにより肥大した地方債残高は、平成15年度末の
16,233百万円をピークに、急速に減少を続けている。計画的な繰上償還の
実施と、プライマリーバランスの黒字を堅持し、地方債残高の減少に努め
るとともに、将来負担の大きい新規起債事業については、その必要性を十
分検討して実施する。

 分析欄

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】

　町村合併に伴い、旧2町村の職員192名が新町に引き継がれたことにより
職員数は類似団体平均を上回った。このため、合併後3年間の退職者不補充
と4年目以降の採用者数の抑制により、集中改革プランの計画期間中（H17
～H21の5ヵ年）に20名（10.9％）の純減を目標として定員の適正化を図る
こととしており、平成19年度末で既に25名減と目標を上回る削減を達成し
ている。今後も引き続き事務事業の整理、組織の合理化等を推進し、類似
団体の平均水準まで職員の削減を図る。

　平成19年度の実質公債費比率は25.4％と新財政健全化法が完全施行され
た場合の早期健全化基準（25.0％）を超えている。主な要因としては、
 ①白神エナジーパーク整備事業（H9-H13、事業費3,132百万円）
 ②旧サンタランド岩崎建設事業（H7-H10、事業費921百万円）
 ③円覚寺周辺整備事業（H14-H16、事業費1,012百万円）
などの大型建設事業の財源とした地方債の償還がピークを迎え、高止まっ
ていることが大きく影響している。当町における財政硬直化の最大要因は
膨大な公債費負担との認識に立ち、地方債の発行を抑制し実質公債費比率
の改善に努める。

　人口減少や住民の高齢化に加え、産業基盤の脆弱性等により、税収は近
年低い水準で停滞し、類似団体比較でもかなり低い財政力となっている。
農水産業をはじめ町内産業の活性化を図るとともに、税収の徴収率向上に
も努め、長期的・計画的な財政基盤の強化に取り組む。

【財政力指数】

【経常収支比率】

【実質公債費比率】

　類似団体平均に比べ高くなっているのは、主に町村合併に伴う職員数の
増大が原因である。定員適正化を積極的に進めるとともに、行政改革大綱
や集中改革プランに基づいた物件費等の経費抑制にも努める。

【人口１人当たり地方債現在高】

【ラスパイレス指数】

【人口1,000人当たり職員数】

　従来からの給与体系により類似団体平均を下回っているものの、今後に
おいてもより一層の給与の適正化に努める。



歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 青森県 深浦町

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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　別紙のとおり



 分析欄

【人件費】
　　集中改革プランに掲げた計画を上回るペースの職員定数削減等により、類似団体平均をやや下回った。今後においても町村合併に
　より増大した職員の定員適正化を図り、人件費の抑制に取り組む。

【物件費】
　　事務経費のコスト削減や各種委託業務の職員対応により、類似団体平均と比べて大幅に下回った。今後においても一層事務事業の
　整理や組織の合理化を進め、物件費の削減に努める。

【扶助費】
　　扶助費に係る経常収支比率は3.4％と類似団体平均をやや下回っているが、住民の高齢化などにより今後上昇傾向が予測される。
　各種手当や資格審査等の適正化により、財政圧迫の食い止めを図る。

【補助費等】
　　各種イベント事業への補助金縮減や町単独補助金の見直し（一律10％削減）により類似団体平均をやや下回った。今後も補助対象
　事業の必要性を十分検討し、同種事業の整理統合を行うなど、補助金の削減に努める。

【公債費】
　　過去に実施した大型建設事業に伴う公債費負担の増大から、公債費に係る経常収支比率は40.6％と類似団体平均（24.3％）を大幅
　に上回った。公債費対策は当町の財政健全化の最優先課題と位置付け、計画的な繰上償還を行ってきたところであり、今後において
　もプライマリーバランスの黒字を堅持することで、公債費負担の軽減に努める。

【その他】
　　簡易水道事業特別会計等への繰出金減少などにより類似団体平均をやや下回った。今後においても引き続き水道料金の見直しや、
　国民健康保険料の適正化などにより、各特別会計への繰出金軽減を図る。

【普通建設事業費】
　　平成19年度の普通建設事業費の人口１人当たりの決算額は、類似団体平均をわずかに上回ったが、いわさき小学校建設事業費
　（400,501千円）が全体の約半分を占めており、これを除く事業費や単独事業費では、類似団体と比較しても大幅な抑制傾向と
　なっている。今後も町財政運営計画や公債費負担適正化計画に沿って、普通建設事業の抑制を基本とし、事業の必要性や緊急性・
　公益性の見極めを励行する。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,265,299 118,043 100,282 17.7
賃金（物件費） 51,536 4,808 6,413 ▲ 25.0
一部事務組合負担金（補助費等） 392,544 36,621 17,446 109.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 1,038 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 51,854 4,838 4,850 ▲ 0.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 25,209 2,352 2,073 13.5
▲退職金 ▲ 199,946 ▲ 18,653 ▲ 11,507 62.1
合計 1,586,496 148,008 120,595 22.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 12.78 11.20 1.58
ラスパイレス指数 91.9 92.9 ▲ 1.0

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,984,489 185,138 83,088 122.8

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 112,681 10,512 15,512 ▲ 32.2
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

63,087 5,886 6,573 ▲ 10.5

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

1,270 118 3,396 ▲ 96.5

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

4,277 399 97 311.3

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,295,465 ▲ 120,857 ▲ 63,330 90.8

合計 870,339 81,196 45,336 79.1

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 青森県 深浦町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

1,480,674 130,203 - 90,219 - -

うち単独分 814,919 71,660 - 53,069 - -

941,815 84,113 ▲ 35.4 98,270 8.9 ▲ 44.3

うち単独分 536,676 47,930 ▲ 33.1 53,547 0.9 ▲ 34.0

1,394,995 127,502 51.6 95,963 ▲ 2.3 53.9

うち単独分 874,916 79,967 66.8 51,372 ▲ 4.1 70.9

894,839 83,482 ▲ 34.5 76,581 ▲ 20.2 ▲ 14.3

うち単独分 196,953 18,374 ▲ 77.0 43,275 ▲ 15.8 ▲ 61.2

過去５年間平均 1,178,081 106,325 ▲ 6.1 90,258 ▲ 4.5 ▲ 1.6

うち単独分 605,866 54,483 ▲ 14.4 50,316 ▲ 6.3 ▲ 8.1

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額
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歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 青森県 深浦町

当該団体値 類似団体平均値




